
１　現　状

 (1) 職種ごとの人数、平均年齢、平均給与等及び民間従業員のデータ

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

※「平均給料月額」とは、19年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
※「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべて
　の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査においてあきらかにされているものである。
　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当
　が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。
※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。(平成16～18年の3ヶ年平均)
※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致している
　ものではない。
※個人が特定される事項については公表しない。（対象職員が2人以下の事項）

 (2) 年齢別職員数
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 (3) その他給与に関する事項

ア 給料表
単純労務職給料表を適用（1級制）　主として国の行（二）の合成

イ　手当
一般職員に準じて支給する
技能労務職員に係る特殊勤務手当はなし

ウ　昇給基準
一般職員の例により、毎年1月1日に前1年間における勤務成績に応じ、4号給（55歳を超える場合は
2号給）を基準として昇給する
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2　基本的な考え方

　全職種において退職者不補充とし、必要に応じて臨時的任用職員制度を効果的に活用する。
　給与面については、民間における同種の職種に従事する者との均衡に留意しつつ、国や秋田県、
近隣市町の職員の給与を参考としながら、適宜、給与の適正化に努める。

3　具体的な取組内容

　平成18年4月からの給与構造改革に伴い、給与水準を平均3.2％引き下げた。
また、昇給抑制措置を導入するとともに、枠外昇給制度を廃止している。
　今後は、国や秋田県、近隣市町の動向を注視しながら、適宜、給与の適正化に努める。
　将来的に全職種を対象とした人事評価制度の導入を検討する。

4　その他

　退職者不補充を基本とし、調理員及び用務員については、小学校及び子ども園の統廃合に合わせ
て職員数の減を図る。
　また、その他の職員については、業務内容等を精査し、一般職員への職種転換を検討する。
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